
1　事業の概要

①　成果目標（H26)

②　事業内容

　国庫支出金

　県　債

　その他（　　　　　　）

　一般財源

 決　　算　　額（B）

 職員数（人）

 概算人件費 （Ｃ）

要求からの主な変更点 要求どおり

 概算事業費（B（A）+C） 0 0 0 10,217

概　算

人件費

1.00

0 0 0 8,258

0 0 0 1

Aの

財源

1,958

補正予算 -10,787

合計（A) 0 0 0 1,959

目標 成果 達成状況

成果目標の達成状況

予

算

額

前年度繰越 0

項目

9月補正予算 12,746

H25末

（実績）

H26

合計 12,746 -10,787 1,959

事

 

業

 

コ

 

ス

 

ト

区　　分（単位：千円） 23年度 24年度 25年度 26補正後26補正後26補正後26補正後

成果目標・

事業内容

・団体内統合利用番号連携サーバーの整備

（単位：千円）　

項目 実施方法 H26実施内容

H26

（9月補正） （2月補正） （補正後）

H27

目標

団体内統合利用番号連携

サーバー設計業務委託

委託

団体内統合利用番号連携サーバー整備に係る基

本設計作業

11,500 -10,787 713

中間サーバー・プラットフォー

ム整備

負担金 負担先（地方公共団体情報システム機構） 1,246 0 1,246

目指す姿

・複数機関が保有する情報の相互活用による、社会保障や税の公平正確な給付・負担の実現

・添付書類の削減等、国民の利便性向上

・行政事務の効率化　等

現状

【住民】

・各種手当の申請時、関係各機関を回って、添付書類を揃える必要がある。

【県】

①確認作業等に係る業務に多大のコスト

•住民に提供されるサービスの受給判定のために、他自治体、関係機関から収受した情報を確認する手間・作業の負担が大きい。

•外部から提供されたデータと自治体内で保管するデータとを結びつける作業時に、転記・照合・電算入力ミスが発生する可能性。

•手作業による事務、書類審査が多く、手間と時間、費用がかかる。

②業務間の連携が希薄で、重複して作業を行うなど、無駄な経費が多い。

県が関与

する理由

県でなければ実施不可（法令等義務）

【左記の説明、根拠法令等】

行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律（番号法）

（平成２５年法律第２７号）

行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律の施行に伴う関

係法律

県民との協働による実施： 困難

５　電子自治体の推進 実施期間 H26 ～

課・室 情報政策課

総合５か

年計画

プロジェクト  E-mail joho@pref.nagano.lg.jp

施策の総合的展開

５－１　高速・情報通信ネットワークの充実

事業番号 02 06 06 事業改善シート （26年度実施事業分）　　□当初要求　　□当初予算案　　■補正予算案　　　□点検

事　業　名 社会保障・税番号制度システム整備事業社会保障・税番号制度システム整備事業社会保障・税番号制度システム整備事業社会保障・税番号制度システム整備事業
担

当

課

部局 企画振興部


